
項目

（１）啓発・広報 ○七尾市障害者福祉団体連絡協議会との連携による普及啓発活動

　　【開催回数】

　 身体障害者連絡会 4 ( 4 ) 回

意見交換会をとおした障害特性の理解啓発

知的障害者連絡会 1 ( 1 ) 回

連絡会参加者の勧誘と活動内容の検討

精神障害者連絡会 3 ( 1 ) 回

活動目的の再確認と新たな取り組みへの意見交換

障害児連絡会 1 ( 1 ) 回

健常児の親に対する理解啓発、気軽に相談できる支援体制の検討

○七尾市障害者週間事業

　（12/3～12/14　パトリア3階フロアに障害者の作品展示）

19団体参加

○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営(しごとの部会)

　（10/4矢田郷コミュニティーセンター、12/6パトリア１階、12/13アルプラザ鹿島

　　にてチャレンジショップ出店）

就労支援事業所の商品を販売し、社会参加と活動周知を図る。

○障害特性等の理解啓発

　・市政講座

　・ケーブルテレビ：「簡単な単語や手話の魅力を紹介」

　・小学校出前手話講座： 開催学校数 10 ( 9 ) 校

参加児童数 309 ( 292 ) 人

（２）生活支援 ○相談支援事業所の設置

　（市内2か所、七尾・中能登エリア合計3か所） 相談件数

・さいこうえんの障害者生活支援センター 403 ( 358 ) 件

・ピアサポートのと 1,006 ( 1,032 ) 件

・相談支援事業所つばさ 193 ( 146 ) 件

○成年後見制度利用支援事業（市長申立） 決定者数 0 ( 1 ) 件

○成年後見制度利用支援者数（相談支援事業所等） 決定者数 2 ( 1 ) 件

○障害者虐待防止事業 相談･通報 4 ( 6 ) 件

虐待認定 3 ( 1 ) 件

○心身障害者医療費助成

　　 　 受給者証の交付　 1,666 ( 1,659 ) 人

○更生医療、通院医療の助成

 【更生医療費認定者】

211 ( 206 ) 人

（単位：人）

心臓 腎臓 その他 計

22 31 0 53

( 24 ) ( 26 ) ( 0 ) ( 50 )

1 153 4 158

( 1 ) ( 150 ) ( 5 ) ( 156 )

【精神通院医療費認定者】 【育成医療費認定者】

980 ( 920 ) 人 7 ( 2 ) 人

資料１

第６次七尾市障害者計画の取り組み状況（令和７年度）

　※（　）書きは、令和６年度末の状況。

内容・実施状況

入院

通院



項目

○日常生活用具、補装具の支給

　　【日常生活用具】 1,077 ( 1,074 ) 件

　　【補装具】 85 ( 81 ) 件

○各種手当の給付

・福祉手当（経過的福祉手当）　15,690円／月 2 ( 3 ) 人

・特別障害者手当　　　　　　　28,840円／月 23 ( 22 ) 人

・障害児福祉手当　　　　　　　15,690円／月　　　 14 ( 17 ) 人

○福祉タクシー利用助成事業

交付者数 170 ( 156 ) 人

利用延べ 3,152 ( 3,164 ) 件 @600×24枚綴

○視覚障害者生活訓練事業の実施

福祉相談会 10 開催なし 人

生活教室 20 ( 23 ) 回 要望により随時開催

○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営

　（くらしの部会による支援）

住まいや地域移行など、生活全般に関する地域課題を検討する。

くらしの部会　15回

・民生委員との連携構築、地域課題等についてグループ別協議

・障害者理解促進に向けた啓発活動　　　

・ショートステイ事業所の支援者向け見学会実施

（３）生活環境 ○災害等緊急情報の提供・緊急通報体制の整備

　（聴覚障害登録者へ災害時等にFAXにて情報提供）

登録者数 9 ( 9 ) 人

　（音声通話が困難な方への「NET119緊急通報ｼｽﾃﾑ」による緊急通報体制の確保）

登録者数 13 ( 9 ) 人

○福祉ネットワーク・自主防災組織数

福祉活動や防災活動の連携を通じた、地域での支え合いづくり

238 ( 238 ) 町会

（４）教育・育成 ○健やか児療育連絡会の開催 事例検討

12 ( 12 ) 回 33 ( 38 ) 件

七尾市の公私立保育園等に在籍している障害児や気になる子について、

毎月ケース検討を行い、療育支援についての情報共有を行う。

○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営

　（こどもの部会による支援）

支援が必要な子どもとその保護者について、ニーズ把握や支援の向上に

取り組む。医療的ケア児の支援に関する協議を行う。

こどもの部会　9回

・児童発達支援、放課後等デイサービス事業所紹介動画の制作

・障害児連絡会と連携して「こころのバリアフリーカフェ」の開催

・事例検討、専門研修、医療的ケア児支援のための協議の実施

・現場での困難事例や社会資源不足に関するアンケート調査の実施

内容・実施状況



項目

（５）雇用・就業 ○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営

　（しごとの部会による支援）

就労支援に関する取り組みや、個別ケース会議や事業所での取り組み

における課題等を検討する。

・チャレンジワーク

提携企業数 22 ( 21 ) 社

利用件数　 10 ( 11 ) 件

・模擬面接会

参加者数 0 ( 0 ) 人

・ジョブコーチ

支援件数 0 ( 0 ) 件

（６）保健・医療 ○療育親子教室の開催 49 ( 54 ) 回

○保育園等巡回支援の実施 18 ( 18 ) 回

○手話通訳者の配置 1 ( 1 ) 人

福祉課（パトリア内）に配置

○手話通訳者及び要約筆記者の派遣体制の充実

　　【派遣実績】

手話 70 ( 77 ) 件

要約筆記 0 ( 1 ) 件

○手話奉仕員養成講座の開催（中能登町分を除く）
入門課程　 18 中止 人

基礎課程　5/14～12/17（全30回） 開催なし ( 2 ) 人

○要約筆記啓発講座の開催

第1回（日中開催）3/7 12 ( 13 ) 人

○視覚障害者への声の図書の推進

　　七尾市広報や図書館便りのCD化

○県障害者スポーツ大会への参加促進

（西部緑地公園陸上競技場）

　陸上 6/1 2人 (5/28) (2人)

　ﾌﾗｲﾝｸﾞﾃﾞｨｽｸ 5/17,6/1 4人 (5/28) (0人)

　ボウリング 5/19 7人 (6/3) (1人)

　水泳 5/25 1人 (5/21) (1人)

　卓球 5/24 1人 (5/27) (4人)

○ふれあいスポーツ大会・風船バレーボール大会の開催

ふれあいスポーツ大会 7 (団体)

71 (人)

障害者・高齢者風船バレーボール大会 9 (団体)

72 (人)
中止

（７）情報・コ
ミュニケーション

（８）スポーツ・
文化・社会資源

中止

内容・実施状況



第７期七尾市障害福祉計画の取り組み状況（令和７年度）

○障害福祉サービスの利用状況

　　※令和8年3月サービス提供分の状況。（ ）書きは、計画における令和7年度の見込量。

項目

○訪問介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護の実施

（単位：人）

51 ( 68 ) 0 ( 0 )

0 ( 1 ) 0 ( 0 )

13 ( 11 )

（単位：人）

205 ( 219 ) 12 ( 27 )

7 ( 5 ) 195 ( 187 )

9 ( 13 ) 0 ( 2 )

うち精神障害者 6 ( 11 ) 23 ( 23 )

10 ( 8 ) 29 ( 37 )

14 ( 6 )

○自立生活援助、共同生活援助（グループホーム）、施設入所支援

（単位：人）

13 ( 19 ) 105 ( 73 )

うち精神障害者 8 ( 12 ) うち精神障害者 58 ( 37 )

134 ( 139 )

○計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援

　地域移行支援：入所・入院していた方が在宅に戻るために必要な準備を一緒に行う。

　地域定着支援：在宅で一人暮らしをしている方の緊急時におけるサポートを行う。

137 ( 172 ) （単位：人）

0 ( 4 ) 地域定着支援 4 ( 15 )

うち精神障害者 0 ( 4 ) うち精神障害者 3 ( 12 )

※数値は、各月の利用者数の平均

○障害児相談支援、児童発達支援、放課後等デイサービス

（単位：人）

20 ( 35 ) 113 ( 80 )

2 ( 8 ) 0 ( 5 )

0 ( 0 ) 0 ( 1 )

※「障害児相談支援」は、各月の利用者数の平均

児童発達支援 保育所等訪問支援

医療型児童発達支援 居宅訪問型児童発達支援

（４）相談支援

計画相談支援

地域移行支援

（５）障害児通所
支援等サービス

障害児相談支援

（３）居住系サー
ビス

自立生活援助 共同生活援助

施設入所支援

放課後等デイサービス

自立訓練(機能) 就労継続支援(B型)

自立訓練(生活) 就労定着支援

療養介護

宿泊型自立訓練 短期入所

就労移行支援

同行援護

（２）日中活動系
サービス ○生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、

  療養介護、短期入所の実施

生活介護 就労継続支援(A型)

資料２

内容・実施状況

（１）訪問系サー
ビス

居宅介護 行動援護

重度訪問介護 重度障害者等包括支援



第７期七尾市障害福祉計画における目標値の進捗状況　（令和８年３月末現在）

（１）施設入所者の地域生活への移行

NO. 国が示す目標値

9 人 1 人 2 人

141 人 135 人

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

NO. 国が示す目標値

1
協議の場を通じて取組を積極的に推進することにより、
精神障害者の精神病床からの退院の促進を図る。

（３）地域生活支援の充実

NO. 国が示す目標値

1
地域生活支援拠点等を整備するとともに、その機能充
実のため、年１回以上運用状況を検証、検討する。

2
強度行動障害を有する障害者に関し、その状況や支援
ニーズを把握し、支援体制の整備を進める。

（４）福祉施設から一般就労への移行等

NO. 国が示す目標値

令和8年度の一般就労移行者数

うち、就労移行支援事業を通じた
一般就労移行者数

うち、就労継続支援事業A型を
通じた一般就労移行者数

（うち就労移行支援事業を通じた一般就労移行者数4人）

（うち就労継続支援A型を通じた一般就労移行者数1人）

（うち就労継続支援B型を通じた一般就労移行者数7人）

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

1

福祉施設から一般就労への移行者数を令和3年度実
績の1.28倍以上とし、併せて各事業を通じた移行者数
を以下のとおり
　就労移行支援事業　　　 1.31倍以上
　就労継続支援事業A型　1.29倍以上
　就労継続支援事業B型　1.28倍以上
（令和3年度の一般就労移行者数：12人）

17人 10人 11人

6人 4人 7人

2人 2人 2人

うち、就労継続支援事業B型を
通じた一般就労移行者数

9人 4人 2人

七尾市・中能登町地域生活支援拠点等において
運用状況の検証及び検討をする。

5回実施 8回実施

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

関係者による協議を継続するとともに、地域移
行に必要な障害福祉サービスの利用促進によ
り、地域生活への移行をさらに進める。

0回
(震災により)

5回実施

2 施設入所者を令和4年度末時点から5％以上削減 R８年度末入所者数
135人

（8人削減） （2人削減） （ 8人削減）

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

1
令和4年度末時点の施設入所者数の6％以上を地域生
活へ移行 （令和4年度末施設入所者数：143人）

地域生活移行者数
（令和6年度～令和8年度） 6.3% 0.7% 1.4%

資料３



NO. 国が示す目標値

2
一般就労移行者の就労定着支援事業利用者割合を
5割以上

3
就労定着率が7割以上の就労定着支援事業所を全体
の2割5分以上

（５）障害児支援の提供体制の整備等

NO. 国が示す目標値

1
児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1か所以
上確保し、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築

2
障害児の地域社会への参加・包容(インクルージョン)を
推進する体制を構築

3
主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所
及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくと
も1か所以上確保

4
各市町村において、保健・医療・障害福祉・教育等の関
係機関が連携を図るための協議の場を設けるとともに、
医療的ケア児等コーディネーターを配置

（６）相談支援体制の充実・強化等

NO. 国が示す目標値

1
各市町村において、基幹相談支援センターを設置すると
ともに、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の
相談支援体制の強化を実施する体制を確保

2
協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス
基盤の開発・改善等を行う取組を行うとともに、必要な
協議会の体制を確保

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

NO. 国が示す目標値

1
利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供し
ていくため、サービス等の質を向上させるための取組を
実施する体制を構築

関係機関が連携し、各種研修に関する情報共有・
参加促進のための体制を構築

協議会の各専門
部会で体制を構
築済

協議会の各専門
部会での体制構
築済

協議会において、相談支援事業所の参画による個
別事例検討を年1回以上実施

5回実施 6回実施

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

基幹相談支援センター設置に向けた検討及び相
談支援体制の強化

・協議会にて検討
・研修会2回実施

基幹相談支援セ
ンター開設
（R8.4.1）

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事
業所及び放課後等デイサービス事業所を1か所以
上確保

１か所 １か所

関係機関の協議の場にコーディネーターを配置
し、活用

・1回実施
・コーディネー
ター　参加

・1回実施
・コーディネー
ター　参加

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

計画の目標値 R６実績 R７実績 R８実績

児童発達支援センターや障害児通所支援事業所
等が、保育所等訪問支援等を活用できる体制を
構築

・１か所確保
・こどもの部会に
て体制を構築済

・１か所確保
・こどもの部会に
て体制を構築済

就労定着支援事業を利用した一般就労移行者 事業所なし 事業所なし

就労定着率が8割以上の就労定着支援事業所 事業所なし 事業所なし



開催日 内　　容 開催日 内　　容

資料４　②

３月 ・市長へ答申

第３回
（2/上旬）

・現行計画進捗状況
・新計画案最終審議

２月 第３回
（下旬）

・各新計画案最終審議

R９年
１月

パブリックコメント

１２月

１０月

１１月
第２回
（中旬）

各新計画案審議
第２回

（11/上旬）
新計画案審議

９月

８月

７月
第１回
7/9

・現行計画進捗状況
・今年度の取組、スケジュール
・新計画策定に係る概要（案）について
・福祉に関するアンケート調査について

　
６月 第１回

6/4
・審議会、各分科会スケジュール アンケート集計

国基本指針の改正告示５月 ・市長諮問

令和８年度　七尾市健康福祉審議会・各分科会に係るスケジュール【案】

年・月
健 康 福 祉 審 議 会 障　害　者　福　祉　分　科　会

アンケート調査の実施（～5/29）
R９年
４月



資料４ ①  令和８年度の取り組み 
 

 

分科会名 障害者福祉分科会 

担当課 福祉課 

分科会の目的 

障害者基本法に定める基本理念を軸とした「七尾市障害者計画」並

びに障害者総合支援法に基づき、障害福祉サービスや相談支援体制及

び地域生活支援事業のサービス提供体制の確保等に関する「七尾市障

害福祉計画」を定め、その進捗管理について審議を実施する。 

 

（関係法令） 

【七尾市障害者計画】 

 ・障害者基本法第１１条（障害者基本計画等） 

【七尾市障害福祉計画】 

 ・障害者総合支援法第８８条（市町村障害福祉計画） 

審議事項 

１ 第６次 七尾市障害者計画の進捗管理に関すること 

２ 第７期 七尾市障害福祉計画の進捗管理に関すること 

３ 第７次 七尾市障害者計画の策定に関すること 

４ 第８期 七尾市障害福祉計画の策定に関すること 

５ その他障害者福祉に関する重要事項に関すること 

これまでの経過 

 

１ 七尾市障害者計画 

（１）第１次（平成１８年度～平成２３年度） 

（２）第２次（平成２４年度～平成２６年度） 

（３）第３次（平成２７年度～平成２９年度） 

（４）第４次（平成３０年度～令和 ２年度） 

（５）第５次（令和 ３年度～令和 ５年度） 

（６）第６次（令和 ６年度～令和 ８年度） 

（基本理念） 

 『障害のある人もない人も個人の尊厳が重んじられ、ともにきら

めき、心の豊かさと幸せが実感できる地域づくり』 

２ 七尾市障害福祉計画 

（１）第１期（平成１９年度～平成２０年度） 

（２）第２期（平成２１年度～平成２３年度） 

（３）第３期（平成２４年度～平成２６年度） 

（４）第４期（平成２７年度～平成２９年度） 

（５）第５期（平成３０年度～令和 ２年度） 

（６）第６期（令和 ３年度～令和 ５年度） 

（７）第７期（令和 ６年度～令和 ８年度） 

 



資料４ ①  令和８年度の取り組み 
 

 

これまでの経過 

（基本理念） 

①障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

②障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施    

③地域生活移行、就労支援等の課題に対応したサービス提供 

体制の整備 

④地域共生社会の実現に向けた取組 

⑤障害児の健やかな育成のための発達支援 

⑥障害福祉人材の確保・定着 

⑦障害者の社会参加を支える取組定着 

今後の課題 

１ 共生社会実現のための障害に対する理解・啓発 

２ 障害者の居住福祉の充実、就労の場の確保 

３ 障害者の社会参加の促進 

４ 関係機関と連携した障害児等に対する支援 

令和８年度の 

主な取組み 

１ 共生社会実現のための障害に対する理解・啓発 

・障害特性の理解を深めるための普及・啓発活動 

・関係機関の連携強化（七尾市・中能登町地域自立支援協議 

会、七尾市障害者福祉団体連絡協議会） 

・地域生活支援拠点等の充実（拠点コーディネーターの配置） 

２ 障害者の居住福祉の充実、就労の場の確保 

・くらしの部会及びしごとの部会（七尾市・中能登町地域自立 

支援協議会の専門部会）による取組みの充実 

・庁内における障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に 

よる就労機会の提供 

 ・関係機関との連携による相談支援体制及び障害福祉サービス 

の充実 

 ・基幹相談支援センター開設による相談支援体制の充実 

３ 障害者の社会参加の促進 

・ふれあいスポーツ大会及び風船バレーボール大会の開催 

・障害者週間における作品展示 

４ 関係機関と連携した障害児等に対する支援 

・庁内関係部署と連携した相談支援体制の充実 

・こどもの部会（七尾市・中能登町地域自立支援協議会の専門 

部会）による取組みの充実 

５ 第７次障害者計画・第８期障害福祉計画の策定 

・アンケート調査等による現状把握と課題整理 

・現状分析による施策体系及び重点施策の設定（障害者計画） 

 ・障害福祉サービスの利用実績等の分析による需要の推計及び 

サービス提供体制の確保（障害福祉計画） 

 



 

 

 資料５  

第７次七尾市障害者計画・第８期七尾市障害福祉計画 概要（案） 

第７次 七尾市障害者計画 概要（案） 

１．計画策定の趣旨 

  障害者基本法に基づく「障害者計画」として、法の基本理念を踏まえ、市の各種計画

等との整合・連携を図りながら、「障害のある人もない人も個人の尊厳が重んじられ、

ともにきらめき、心の豊かさと幸せが実感できる地域づくり」を目指す。 

２．計画の期間 

  令和９年度～令和１１年度 

３．施策の内容 

（１）啓発・広報 

障害者福祉団体連絡協議会や七尾市・中能登町地域自立支援協議会との連携・協力

による理解啓発活動の推進 など 
 

（２）生活支援 

差別解消に向けた取り組みなど権利擁護等の推進、関係機関の連携強化による相談

支援体制の充実、地域で支え合うしくみづくりの推進 など 
 

（３）生活環境 

  防災、防犯意識の向上、自主防災組織の設立の促進、障害特性に配慮した適切な情

報提供 など 
 

（４）教育・育成 

   一人ひとりの発達の状況に応じた相談・支援が行える体制の整備 など 
 

（５）雇用・就業 

   企業等に対する障害特性の理解啓発、法定雇用率の確保の促進、関係機関の連携に

よる、一貫した支援の推進 など 
 

（６）保健・医療 

疾病の早期発見や生活習慣を改善する取組み等の推進、障害のある児童への早期の

気づき、早期の相談等支援の実施 など 
 

（７）情報・コミュニケーション 

手話通訳士（者）・要約筆記者の養成、派遣体制の充実 など 
 

（８）スポーツ・文化・社会参加 

生涯スポーツやレクリエーション、文化活動への参加の取組みの推進 など 

 



 

 

第８期 七尾市障害福祉計画 概要（案） 

１．計画策定の趣旨 

  本市の障害者及び障害児の支援体制を確保するため、障害者総合支援法に基づく「障

害福祉計画」及び児童福祉法に基づく「障害児福祉計画」を一体的に策定する。 

住み慣れた地域で自立した生活できるよう、必要なサービス量を見込むとともに、サ

ービスの提供体制の確保や推進のための方策を定める。 

 

２．計画の期間  令和９年度～令和１１年度 

 

３．第８期計画における目標値（令和１１年度末の目標） 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行            （ ）は国指針 

地域生活移行者数  人 施設入所者が自宅やグループホーム等へ移行した数 

％ 令和 7 年度末施設入所者に対する割合（6％以上） 

施設入所者の削減 

見込数 

  人 施設入所者の削減見込数 

  ％ 令和 7 年度末施設入所者に対する割合（5％以上削減） 
 
（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害者の精神病床から退院後 1 年以内の地域における平均生活日数  日(319.3 日以上) 

精神病床における 1 年以上の入院患者数  人 

精神病床における 30 日以上の再入院率：3 か月後  ％（10.3％以下）、６か月後  ％（17.4％

以下）、１年後  ％（25.7％以下）  

心のサポーター数 令和 15 年度末   人（新規） 
  
（３）福祉施設から一般就労への移行等              （ ）は国指針 

一般就労移行者数 

（令和 11 年度末） 

 人 福祉施設利用から一般就労した者の数 

 倍 令和 6 年度実績に対する割合（1.31 倍以上） 

就労移行支援利用者に占める一般就労移行者の割合が５割以上の事業所 （5 割以上） 

関係機関の連携した支援体制構築のため協議会を活用して推進 

就労定着支援利用者数   人  令和 6 年度実績に対する割合（1.47 倍以上） 

就労定着率が 7 割以上となる就労定着支援事業所（2 割 5 分以上） 
 
（４）障害児支援の提供体制の整備等 

・4 つの中核機能の確保（相談支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所

等訪問支援）し、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）推進のた

めの協議の場を設置する。（新規） 

・重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所を１か所確保 

・医療的ケア児等の支援に関する協議の場の設置、コーディネーターの配置。（新規） 

・障害児等への伴走的な相談支援体制の構築及び連絡体制の確保。（新規） 
 
（５）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

・効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、年 1回以上運用状況を 

検証、検討する。 

・強度行動障害を有する者に関し、支援体制の整備を進める。 

（６）相談支援体制の充実・強化等 



 

 

・基幹相談支援センターを設置等（R8.4.1設置済） 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等 

・相談支援体制の地域診断を行なった上で体制の強化を図ることにより、令和 11 

年度末までに、のぞまないセルフプランの件数をゼロとする。（新規） 
 
（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

・サービスの質向上のための体制を構築 

 

 



 

 

 資料６  

 

〇アンケートの調査方法・調査期間 

調査方法：郵送配布・郵便回収 

調査期間：令和８年４月１９日～５月２９日 

 

 

○障害者福祉に関するアンケート調査及び回収結果 

送付数：５９７人 

対象者：身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所有者全員 

（２，９８９人）から約２０％を抽出 

回収結果 ２８４通（回収率４７．５％） 

 

 

○障害児の福祉に関するアンケート調査及び回収結果 

送付数：１０９人 

対象者：１８歳未満の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳 

の所有者全員 

回収結果 ５６通（回収率５１．３％） 

 

 

 


